
内田たもつだより
内田たもつ ホームページ

http//uchida-tamotsu.jimdo.com
連絡先

〒470-3321 南知多町
内海内塩田77-3

（南知多町議会議員）
内田 保

電話 0569-62-1816

携帯 090-2776-7529

日本共産党南知多支部

４
月
11
日
、
内
田
議
員
と
日
本
共
産
党
南
知
多
支
部
は
、
石
黒
町
長
と
高
橋
教
育
長
へ
「
物
価

高
騰
に
対
す
る
緊
急
経
済
対
策
の
実
施
を
求
め
る
申
入
れ
書
」
を
提
出
し
ま
し
た
。
国
は
、
総
額

２
・
２
兆
円
の
物
価
高
騰
緊
急
対
策
交
付
金
を
国
会
に
諮
ら
ず
、
予
備
費
で
の
支
出
を
決
め
、
南

知
多
町
に
は
、
国
か
ら
７
５
３
６
万
６
千
円
が
交
付
金
で
支
出
さ
れ
ま
す
。

内
田
議
員
は
、
町
民
全
体
に
利
益
が
あ
る
施
策
を
実
施
す
る
よ
う
、
緊
急
に
町
長
に
申
し
入
れ
、

懇
談
し
ま
し
た
。
一
部
紹
介
し
ま
す
。

発行

ゆ
る
分
野
で
起
き
て
い
る
物
価
高
騰
に
は
、

消
費
税
を
５
％
に
引
き
下
げ
る
緊
急
減
税

が
最
も
効
果
的
で
す
。

閣
議
決
定
し
た
２
・
２
兆
円
の
物
価
対

策
は
、
使
い
道
を
政
府
だ
け
で
決
め
ら
れ

る
予
備
費
の
支
出
で
す
。
子
育
て
世
帯
へ

の
現
金
給
付
が
住
民
税
非
課
税
世
帯
に
限

ら
れ
る
な
ど
中
身
も
不
十
分
で
す
。
コ
ロ

ナ
対
策
以
来
、
事
前
に
使
途
を
国
会
に
諮

る
必
要
の
な
い
予
備
費
の
支
出
が
大
規
模

に
繰
り
返
さ
れ
て
い
ま
す
。
憲
法
や
財
政

法
が
定
め
た
財
政
民
主
主
義
に
反
し
て
い

ま
す
。
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暮
ら
し
と
経
済
の
大
問
題
で
あ
る
物
価

対
策
に
は
、
賃
上
げ
支
援
や
消
費
税
減
税

な
ど
根
本
的
な
対
策
が
求
め
ら
れ
て
い
ま

す
。
予
備
費
の
支
出
だ
け
で
済
む
こ
と
で

は
あ
り
ま
せ
ん
。

し
か
し
、
今
回
と
り
あ
え
ず
政
府
が
決

め
た
「
電
力
・
ガ
ス
・
食
料
品
な
ど
価
格

高
騰
重
点
支
援
地
方
交
付
金
」
の
内
、
南

知
多
町
分
の
交
付
金
７
５
３
６
万
６
千
円

を
有
効
に
利
用
し
、
少
し
で
も
町
民
の
苦

難
を
軽
減
す
る
こ
と
が
町
当
局
に
は
求
め

ら
れ
て
い
ま
す
。
日
本
共
産
党
は
上
の
よ

う
な
施
策
を
提
案
し
、
南
知
多
町
と
し
て

給
食
費
無
償
化
・
水
道
基
本
料
金
の
無
償

復
活
等
、
効
果
的
な
す
み
や
か
な
政
策
実

行
を
求
め
、
懇
談
し
ま
し
た
。

７
５
３
６
万
円
の
有
効
活
用
を

町
長
は
、
今
回
の
７
５
３
６
万
６
千
円

は
、
各
課
か
ら
の
要
望
を
聞
き
、
６
月
議

会
に
提
案
す
る
予
定
で
あ
る
こ
と
を
述
べ

ま
し
た
。
内
田
議
員
は
、
町
民
全
体
の
利

益
の
た
め
に
、
是
非
水

道
基
本
料
金
の
無
料
化

と
子
育
て
支
援
か
ら
給

食
費
無
償
化
の
復
活
を

強
く
要
望
し
て

20
分
の

懇
談
を
終
了
し
ま
し
た
。

<川柳コーナー>

突
然
Ｊ
ア
ラ
ー
ト
で
、
テ
レ
ビ
画
面
は
ど
の
局
も
、
真
っ

黒
に
赤
い
文
字
。
北
海
道
に
ミ
サ
イ
ル
が
落
ち
る
!!
地

下
に
隠
れ
ろ
と
言
わ
れ
て
も
そ
ん
な
場
所
の
な
い
地
域
も

多
い
だ
ろ
う
。
ミ
サ
イ
ル
は
あ
っ
と
い
う
間
に
飛
ん
で
く

る
。
ト
マ
ホ
ー
ク
も
役
に
立
た
な
い
。
そ
れ
を
４
０
０
発

も
買
っ
た
が
、
外
交
で
話
し
合
う
こ
と
こ
そ
国
の
役
割
。

ミ
サ
イ
ル
に
ト
マ
ホ
ー
ク
で
は
間
に
合
わ
ん

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
、
ウ
ク
ラ

イ
ナ
情
勢
、
異
常
円
安
の
影
響
に
よ
っ
て
物

価
高
騰
が
続
く
中
、
町
民
の
生
活
と
共
に
企

業
の
経
営
も
悪
化
を
し
て
い
ま
す
。

こ
の
間
、
「
年
金
が
下
が
っ
て
い
る
の
に

物
価
が
上
が
り
、
不
安
し
か
な
い
」
と
の
声

や
、
「
こ
れ
以
上
何
を
削
れ
ば
よ
い
の
か
」

と
切
実
な
相
談
が
寄
せ
ら
れ
て
い
ま
す
。

食
品
を
中
心
に
４
月
も
多
く
の
品
目
で
値

上
げ
が
相
次
ぎ
、
物
価
高
騰
は
さ
ら
に
深
刻

化
す
る
見
通
し
で
す
。
３
月
28
日
に
成
立
し

た
岸
田
政
権
の
２
０
２
３
年
度
予
算
は
大
軍

給
食
費
無
償
化
・
水
道
基
本
料
金
無
料
化
を
復
活
さ
せ
て

拡
の
一
方
で
社
会
保
障
や
暮
ら
し
の
予
算
を

軒
並
み
削
っ
て
い
ま
す
。
同
日
、
閣
議
決
定

し
た
「
物
価
対
策
」
も
国
民
の
苦
し
み
を
軽

減
す
る
に
は
程
遠
い
も
の
で
す
。
２
月
の
消

費
者
物
価
上
昇
率
は
前
年
比
３
・
１
％
と
、

１
月
の
４
・
２
％
か
ら
上
げ
幅
を
縮
め
ま
し

た
が
、
値
上
げ
は
収
ま
り
ま
せ
ん
。

民
間
信
用
調
査
会
社
、
帝
国
デ
ー
タ
バ
ン

ク
が
発
表
し
た
食
品
主
要
１
９
５
社
の
価
格

調
査
に
よ
る
と
、
値
上
げ
予
定
が
４
月
だ
け

で
５
１
０
６
品
目
に
上
り
、
23
年
通
年
で
累

計
２
万
品
目
を
超
え
る
見
込
み
で
す
。
あ
ら

物価高騰に対する緊急経済対策
の実施を求める町への申し入れ

１ 各課で横断的に物価高騰対策本部を設

置して、業者や労働者の実態を把握し、

生活困窮等のために下記の取り組みを行

うこと

１）ひとり親家庭などの子育て世帯、失業

者、内定取り消し者、学生、生活困窮者

への給付金の支給を行うなど、支援策を

講じること

２）夏に向けて、熱中症対策のため、生活

保護利用者や低所得者に対し、エアコン

の購入・設置費用及び電気代への助成

（夏季加算を含む）を行うこと

３）子育て・家庭支援から保育所・小中学

校給食費の無償化を復活すること。

４）電気ガス料金を含む公共料金の負担軽

減を行うこと

５）在留外国人労働者等に対する就労支援

を行うこと

６）水道の基本料金の補助を復活させるこ

と

２ 農業・漁業・観光業等の事業者の経営

支援を行うこと

１）町内業者や労働者への物価急騰による

影響や実態を把握するとともに、相談窓

口の設置、支援策の周知を行うこと

２）中小事業者に対する物価や燃料費高騰

分の負担軽減補助を行うこと

３）各種の福祉施設・事業所・医療機関が

電気代や食材料費などの高騰に対応でき

るよう、緊急に財政支援を行うこと

４）漁業者・農業者に対する飼料・肥料・

燃料代等への経営支援を行うこと

３ 国に対し以下の要請を行うこと

１）消費税率を５％に引き下げ、インボイ

ス制度の中止を国に申し入れること

２）大企業の内部留保を活用し、労働者の

賃上げとなるよう施策を講じること

３）雇用調整助成金、休業支援金、給付金

の特例措置をしばらく継続すること

４）生活保護費や年金支給額の引き上げを

行うこと

５）国民健康保険料（税）、後期高齢者医

療保険料の緊急減免をすすめるため、市

町村と後期高齢者医療広域連合への財政

支援を行うこと

物
価
高
騰
対
策
は
、
賃
上
げ
・
消
費
税
５
％
緊
急
減
税
こ
そ
必
要


